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全国高等学校少林寺拳法連盟規約 
〔２０１６年４月１日改正施行〕 

第１章  総    則 

（趣旨） 

第１条 本規約は、一般財団法人少林寺拳法連盟（以下「（一般財）少林寺拳法連盟」という）の

普通団体会員たる本連盟の基本規範として、本連盟が定めるものである。 

２ 本規約は、（一般財）少林寺拳法連盟が本連盟の設立・加盟申請を許可してその会員名簿に

本連盟を登録した時点で、発効する。 

（名称） 

第２条 本連盟は、「全国高等学校少林寺拳法連盟」と称する。 

（事務局） 

第３条 本連盟は、事務局を事務局長の所属高等学校内に置く。 

第２章  目的及び事業 

（目的） 

第４条 本連盟は、少林寺拳法創始者宗道臣（開祖）が創始した少林寺拳法の普及・振興を図り、

もって国民の健全な心身の発達および公益の増進に寄与するという、（一般財）少林寺拳法

連盟の目的に賛同し、（一般財）少林寺拳法連盟の団体会員としてその各種規定・指示通達

に従った活動・運営を通じて、全国高等学校少林寺拳法連盟内において少林寺拳法の普及、

振興を図るとともに、全国高等学校少林寺拳法連盟内における少林寺拳法関係諸団体相互の

融和、互助、親睦及び調整を図ることを目的とする。 

（事業） 

第５条 本連盟は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

（１）（一般財）少林寺拳法連盟が主催する大会への出場 

（２）（一般財）少林寺拳法連盟の委託にもとづく昇格考試の実施 

（３）（一般財）少林寺拳法連盟の許可にもとづく大会・演武会・研修会・講習会等の主催 

（４）少林寺拳法に関する刊行物等の発行及び諸文献資料等の保存 

（５）全国高等学校少林寺拳法連盟内における青少年教育関係諸団体及び武道、スポーツ団体と 

の交流 

（６）その他前条の目的を達成するために必要な事業 
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第３章  構 成 員 

（加盟団体） 

第６条 本連盟は、以下の団体（加盟団体）で構成する。 

（１）予め（一般財）少林寺拳法連盟に設立許可（運営許可）を得ている、学校教育法第１条に

規定する高等学校（中等教育学校後期課程を含む）及び当連盟が認める学校教育法第７２条、

１１５条、１２４条及び１３４条の学校内に設立された各部。 

（２）都道府県高等学校少林寺拳法連盟及び都道府県高等学校体育連盟少林寺拳法専門部 

（加盟団体の基本的責務） 

第７条 加盟団体は、本連盟の目的及び事業をよく理解し、その達成のために活動・協力するとと

もに、本連盟の名誉とその加盟団体としての品位を保たなければならない。 

２ 加盟団体は、別に定めるところに従い、本連盟に会費を納入しなければならない。 

３ 加盟団体は、本連盟の各種規則・指示通達等に従わなければならず、本連盟から当該加盟団

体の少林寺拳法およびそれに関連する活動について説明や資料提示を求められたときには、こ

れに応じなければならない。 

４ 加盟団体は、本連盟が入会している（一般財）少林寺拳法連盟から、少林寺拳法およびそれ

に関連する活動について説明や資料提示を求められたときも、これに応じなければならない。 

 ５ 加盟団体は、本連盟組織の人間関係を他の目的のために濫用してはならない。

（加盟団体の権利） 

第８条 加盟団体及びこれに所属する（一般財）少林寺拳法連盟の普通個人会員は、本連盟が主催 

   する各種行事に参加することができる。 

（加盟） 

第９条 第６条に規定する団体は、本連盟に届け出て、常任理事会の議決を経て、入会することが

できる。

 ２ 本連盟は、加盟を許可する団体を会員名簿に登録する。 

 ３ 本連盟に加盟する団体は、法人格を取得してはならない。 

（登録有効期限） 

第１０条 加盟登録の有効期限は、登録後最初に到来する３月３１日までとする。 

（登録更新） 

第１１条 登録継続を希望する加盟団体は、別に定めるところに従い、期限までに更新手続をとら

なければならない。 

２ 期限までに更新手続をしない加盟団体は、期限経過後は加盟団体としての権利を停止される。 

３ 本連盟は、期限経過後１８０日を経ても更新手続をしない加盟団体を脱退したものとみなす

ことができる。 

（規約） 

第１２条 都道府県高等学校連盟及び体育連盟専門部は、加盟に際して、規約を定めなければなら
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ない。 

２ 第６条（２）に規定する団体は、規約を制定し又は改正しようとするときは、本連盟の承認

を得なければならない。

（脱退） 

第１３条 加盟団体は、本連盟に届け出て、常任理事会の議決を経て本連盟から脱退することが

できる。本連盟は、加盟団体が適切に廃止・引き継ぎを終えるまでの間、脱退を承認しないこ

とができる。また加盟団体の脱退事由が不当と判断した場合は、承認しないことができる。

（加盟団体たる地位の喪失）

第１４条 加盟団体が次の各号に該当するときは、会員名簿の登録を抹消され、加盟団体たる地位

を失う。 

（１）脱退したとき 

（２）団体を廃止したときまたは団体構成員がいなくなったとき 

（３）本連盟から除名処分を受けたとき 

（４）第６条に規定する団体としての地位を喪失したとき 

２ 加盟団体は，加盟団体たる地位を喪失した後は、「少林寺拳法」及びこれに類似する名称を

使用してはならない。また、少林寺拳法を修練・教育する団体としての性格を保有してはなら

ない。 

（禁止事項） 

第１５条 加盟団体は、以下の行為をしてはならない。

（１）加盟団体としての活動の範囲を超えて、少林寺拳法の名称・商標を本連盟の許可なく使用

すること

（２）加盟団体としての活動の範囲内において、少林寺拳法の名称・商標を使用するに当たり、

その品位・価値を貶めること

（３）少林寺拳法の思想や技術に関する出版物・映像物等を、本連盟の許可なく制作・販売・配

布・公開すること

（４）少林寺拳法の思想や技術に関する見解を、通信媒体等を通じて公表すること

（除名その他の処分・措置）

第１６条 加盟団体が以下の各号に該当するときは、本連盟は、総会において構成員数の３分の２

以上の議決を経て、当該加盟団体を除名することができる。

（１）加盟団体としての活動が、本連盟の目的に反し、あるいは本連盟の目的を阻害すると認め

られるとき

（２）本連盟の諸規則・指示通達、各加盟団体の規約等に則った運営・活動が行われておらず、

当該加盟団体による自力改善が困難と認められるとき

（３）団体としての活動が１年以上行われず、あるいは、代表者がいない状態が６か月以上続く

など、加盟団体としての実体が存在しないと認められるとき
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２ 加盟団体に前項各号に準ずる事由その他の非違行為があるときは、本連盟は、常任理事会の

議決を経て、当該加盟団体に対して、改組勧告・活動制限その他の処分を行うことができる。 

 ３ 加盟団体に前２項に該当する疑いが生じたときは、会長は、処分を決するまでの間、当該加

盟団体に対して、加盟団体としての活動を停止させることができる。この措置は、６か月以内

に処分が決せられず、かつ、活動停止期間延長の決定もなされなかったときは、その効力を失

う。 

 ４ 加盟団体に第１項・第２項に該当する疑いが生じたときは、会長は、前項の措置をとると否

とに関わらず、当該加盟団体に対して運営指導を行うことができる。 

第４章  組   織 

（常任理事会）  

第１７条 本連盟の会務を審議し、その実施にあたると共に緊急事項の決議機関として、常任理 

事会を置く。 

 ２ 常任理事会は、総会に継ぐ決議機関であり、会長・副会長・理事長・副理事長・事務局長・

事務局次長・常任理事・顧問・監事・相談役を以て構成し、理事長は議長となる。

  ３ 常任理事会は、年１回以上会長がこれを召集する。但し、会長が必要と認めたとき、又は

   構成員の３分の１の請求があったとき、会長は随時これを召集する。

 ４ 常任理事会の議決は、別段の定めがあるほかは、出席者の過半数による。賛否両数のとき 

は議長の決するところによる。 

（総会）  

第１８条 本連盟の重要事項に関する意思決定機関として、総会を置く。

２ 総会は、本連盟の最高決議機関とし、会長・副会長・理事長・副理事長・事務局長・事務局

次長・常任理事・理事・顧問・相談役・監事・事務局員を以て構成する。

 ３ 総会は、毎年少なくとも１回、会長がこれを招集する。 

 ４ 会長は、必要と認めたときは、いつでも総会を招集することができる。 

 ５ 総会の構成員の３分の１以上から総会の招集の請求があったときには、理事長は、その請求 

のあった日から２０日以内に総会を招集しなければならない。会長がこれを行わなかった場合

には、総会の招集を請求した構成員は、その全員の名において総会を招集することができる。 

 ６ 総会の定足数は、構成員の半数以上とする。 

 ７ 総会の議長は、理事長が行うものとする。 

８ 総会の議決は、別段の定めがあるほかは、出席者の過半数による。賛否両数のときは議長の 

決するところによる。 

（理事長） 

第１９条 本連盟には理事長１名を置く。 

 ２ 理事長は、本連盟の運営の責任者として、（一般財）少林寺拳法連盟の定款・会員規程・そ

の他の各種規則・指示通達等に従い、本連盟の規約等に則って、本連盟を運営するとともに、

対外的に本連盟を代表する。 
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 ３ 理事長は、（一般財）少林寺拳法連盟の普通個人会員たる地位と、本連盟の加盟団体の長た

る地位とを、ともに有する者を原則とした中から、総会において選出し、（一般財）少林寺拳法

連盟の承認を受ける。 

 ４ 総会で選出された理事長候補者は、（一般財）少林寺拳法連盟の承認を受けた時点で、理事

長に就任する。 

 ５ 理事長が第３項の地位のいずれかを喪失し、又は第３項の（一般財）少林寺拳法連盟による

承認が取り消されたときは、当然に理事長たる地位を失う。 

 ６ 理事長は、（一般財）少林寺拳法連盟が主催する理事長研修会を受講しなければならない。 

（役員）

第２０条 本連盟には、理事長のほかに、次の役員を置く。 

（１） 会長 定数１名 本連盟を代表し、統括する。 

（２） 副会長 若干名 会長を補佐し、会長に事故ある時は職務を代行する。 

（３）副理事長 若干名 理事長を補佐し、理事長に事故のあるとき又は理事長が欠けたとき

は、その職務を代行する。

（４）事務局長 定数１名 総務、会計、渉外等の会務を行い、重要事項の事務処理、伝達を 

行う。 

 （５）事務局次長 定数１名 会議録の整備、総務、会計、渉外等の会務を行う。 

（６）常任理事 若干名 理事長とともに常任理事会を構成し、本連盟の業務を分掌する。 

（７）監事 定数２名 会計及び事業を監査する。 

（８）事務局員 若干名 本連盟事務局業務の実務を行う。 

 ２ 理事は、各都道府県の高等学校少林寺拳法連盟理事長及び高等学校体育連盟少林寺拳法専門 

部委員長が務める。 

 ３ 会長、副会長、副理事長、常任理事、事務局長、事務局次長、監事、事務局員は、理事長の 

指名で選任する。 

 ４ 理事長の任期は２ヶ年とし、３期までを原則とする。尚、他役員については、理事長が指名 

  選任することにより、任期は設けない。 

 ５ 補欠又は増員により選任された役員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 ６ 役員は、辞任又は任期満了後も、後任者が就任するまでの間、なおその職務を行う。 

 ７ 役員について、心身の故障のためその職務に堪えないと認められるとき、又は職務上の義務

違反その他役員としてふさわしくない行為があると認められるときは、総会において当該役員

を解任することができる。 

 ９ 本連盟は、役員の選任・変更があったときは、その内容を速やかに（一般財）少林寺拳法連

盟に届け出る。 

 10 本連盟には、第１項のほか、顧問、相談役、名誉会長の名誉役員を置くことができる。 

（ブロック） 

第２１条 本連盟は、第４条の目的を達成するために必要な場合に、加盟団体を地域等のまとまり

ごとに区分して、ブロックとすることができる。 

２   ブロックには責任者（ブロック長）１名を置く。ブロック長は、そのブロック内の委員
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長又は理事長より選任する。

３ 本連盟は、第１項のブロックを編成したときは、その構成団体及びブロック長を（一般財）

少林寺拳法連盟に届け出る。ブロックの構成団体やブロック長を変更したときも、同様とする。 

４ ブロックに関する詳細については、別に定める。 

第５章  運営・会計 

（書類の備付及び提出）

第２２条 本連盟は、（一般財）少林寺拳法連盟への加盟許可書及び（一般財）少林寺拳法連盟が

定める各種書類を、事務局に備え付ける。

２ 本連盟は、（一般財）少林寺拳法連盟に求められた場合には、前項の各種書類その他本連盟

の運営に関係する一切の帳簿、書類等を、（一般財）少林寺拳法連盟に提出する。

（経費） 

第２３条 本連盟の経費は、年間団体登録費、（一般財）少林寺拳法連盟その他の団体・個人から

の寄付金その他の収入をもって充てる。 

（団体登録及び個人登録） 

第２４条 本連盟の団体登録及び個人登録は、総会の議決を経て別に定める。 

（会計年度） 

第２５条 本連盟の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年の３月３１日に終わる。 

（会計の運用）

第２６条 本連盟の会計は、本規約等に則り、厳正にこれを行う。第２１条１項のブロックを編成

したときは、ブロックごとに会計責任者を置くなどして、適正にこれを行う。 

２ 本連盟は、（一般財）少林寺拳法連盟の明示の許可がない限り、（一般財）少林寺拳法連盟の

普通個人会員から直接金銭を徴収しない。 

（収支計算）

第２７条 理事長は、毎会計年度終了後５ヶ月以内に、当該年度の収支計算報告書について、監査

を経たうえで、総会の承認を求めなくてはならない。 

２ 本連盟は、毎会計年度終了後６ヶ月以内に、前項の監査・承認を経た当該年度の収支決算報

告書を、（一般財）少林寺拳法連盟に提出する。 

第６章  補     則 

（規約の変更） 

第２８条 本規約を変更しようとするときは、総会の議決を経たうえ、（一般財）少林寺拳法連盟

の許可を得なければならない。
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（解散及び残余財産の帰属） 

第２９条 本連盟が解散しようとするときは、総会において構成員数の３分の２以上の議決を経た 

うえ、（一般財）少林寺拳法連盟の承認を得なければならない。 

 ２ 本連盟が解散した場合における残余財産（ただし、積極財産に限る。）は、（一般財）少林寺 

拳法連盟に帰属するものとする。 

（細則） 

第３０条 本規約の実施に必要な細則は、本連盟常任理事会の議決を経て、別に定める。 

２ 本連盟規約に関連する事項について、細則及び申し合わせ事項をもって、規約とすることが 

  ある。 

附    則 

（申し立て） 

   本連盟への申し立てについては、本連盟総会の構成員（本連盟理事：各都道府県代表）が、 

本連盟常任理事会へ文書をもって行うものとする。 

   それ以外の申し立て等については、一切対応はしない。 

（施行期日） 

   本規約は、１９７４年 ４月 １日から施行する。 

   本規約は、１９９５年 ４月 １日から改正施行する。 

   本規約は、２００２年 ４月 １日から改正施行する。 

   本規約は、２００７年 ４月 １日から改正施行する。 

   本規約は、２０１１年 ４月 １日から改正施行する。 

   本規約は、２０１６年 ４月 １日から改正施行する。 


